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平成 30 年３月期の業績予想について 

 

 平成 30 年３月期（平成 29 年４月１日～平成 30 年３月 31 日）における当社の業績予想は、

次のとおりであります。 

【個 別】 （単位：百万円・％） 

 

決算期 

項目 

平成 30 年３月期 

（予想） 

平成 30 年３月期 

第３四半期累計期間 

（実績） 

平成 29 年３月期 

（実績） 

 対売上 

高比率 

対前期 

増減率 

 対売上 

高比率 

 対売上 

高比率 

売 上 高 1,328 100.0 19.4 716 100.0 1,112 100.0 

営 業 利 益 又 は 

営 業 損 失 （ △ ） 
108 8.1 61.2 △100 ― 67 6.0 

経 常 利 益 又 は 

経 常 損 失 （ △ ） 
96 7.3 44.5 △100 ― 66 6.0 

当 期 純 利 益 又 は 

四半期純損失（△） 
62 4.7 30.5 △65 ― 47 4.3 

1 株当たり当期純利益

又は四半期純損失（△） 
29 円 35 銭 △30 円 91 銭 25 円 79 銭 

1 株 当 た り 配 当 金 0 円 0 銭 ―円 0 円 0 銭 

（注）１．当社は、連結財務諸表及び四半期連結財務諸表を作成しておりません。 

２．平成 29 年３月期（実績）、平成 30 年３月期第３四半期累計期間（実績）及び平成 30 年３月期（予

想）の１株当たり当期純利益又は四半期純損失（△）は期中平均株式数により算出しております。 

３．当社は、基準日（平成 30 年３月 31 日）を越えての新株式発行となることから、平成 30 年３月期（予

想）において、発行済株式総数の増加は見込んでおりません。また、オーバーアロットメントによ

る売出しに関する第三者割当増資分（最大 62,100 株）についても、平成 30 年３月期（予想）にお

いては発行済株式総数の増加を見込んでおりません。 
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【平成 30 年３月期業績予想の前提条件】 

１．全社の見通し 

 当社は、平成 18 年 11 月の設立以来、お客様のニーズに真摯に向き合うことで、課題をチャ

ンスとして捉え、ｅコマースでの介護用品販売（以下、「ＥＣ」という。）、商談型展示会（以下、

「展示会」という。）の開催、介護事業者のＭ＆Ａ仲介等の様々なサービスを生み出してまいり

ました。 

 また、来場者として、各社内で設備備品の購買決裁権限を有する購買意欲の強い決裁権限者（以

下、「アクティブバイヤー」という。）をお招きし、展示会に出展して頂く介護用品メーカー・設

備備品メーカー及び施設向けサービス事業者（以下、「サプライヤー」という。）と商談を行って

頂くことで、業界特有の課題を収集・集約することが可能となっており、同時にアクティブバイ

ヤーとサプライヤーの情報の集約・データベース化を行っております。 

 当社が主に事業を行う介護業界においては、わが国の高齢化率（総人口に占める 65 歳以上人

口の割合）が年々上昇し、介護サービスの需要が拡大していることを背景に新規参入意欲は引き

続き旺盛でありますが、高齢者施設等を運営する介護事業者や、サプライヤーには中小企業が多

数存在する中、各社で購買部門として専任の人員を配置する余力のある企業は多くない状況であ

ることから、個々での情報収集が困難となっており、物流・情報・システム等の面で効率化が求

められております。そのような中、当社が運営する商談型展示会「ＣａｒｅＴＥＸ」をマッチン

グ・プラットフォームとして位置付け、介護事業者とサプライヤーのマッチングを図っておりま

す。 

 また、展示会というマッチング・プラットフォームにおいて集約された業界特有の課題から、

特に介護業界においてニーズの強いＭ＆Ａ仲介サービスを事業化し、「介護Ｍ＆Ａ支援センター」

としてサービスを提供しております。同サービスにおいては、手数料を抑え、データベース化さ

れたアクティブバイヤーの情報を活用することで、高いマッチング精度と短期間での譲渡の成立

を可能にし、堅調な成長を続けております。 

 このような状況の下、平成 30 年３月期におきましては、売上高 1,328 百万円（前期比 19.4％

増）、営業利益 108 百万円（前期比 61.2％増）、経常利益 96 百万円（前期比 44.5％増）、当期純

利益 62 百万円（前期比 30.5％増）を見込んでおります。 

 なお、当社は展示会の売上計上のタイミングについては、開催日となるため、展示会の会期の

属する四半期（平成 30 年３月期については、第３四半期及び第４四半期）に売上及び利益が偏

重する特性を有しております。 

 また、平成 30 年３月期の業績予想は、平成 29 年９月に策定しており、平成 29 年８月までは

実績値、平成 29 年９月以降については足元の状況を踏まえた計画値を使用しております。 

 

２．個別の前提条件 

(1) 売上高 

 当社は、ＢｔｏＢ事業とＢｔｏＣ事業の２つのセグメントにて事業を運営しており、ＢｔｏＢ
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事業は展示会、Ｍ＆Ａ仲介サービス、ＢｔｏＣ事業はＥＣを行っております。 

ＢｔｏＢ事業においては、展示会の主な収入は出展小間料金となり、予想出展小間数に小間料

金（ＣａｒｅＴＥＸ通常単価 385,000 円/小間、ＣａｒｅＴＥＸ関西通常単価 350,000 円/小間、

いずれも前年同水準。）を乗じて売上予算を算定しており、通期では契約小間数は 1,109 小間（前

期比 33.9%増）、売上高は 463 百万円（前期比 34.8％増）となる見込みです。なお、平成 30 年

３月期第３四半期累計期間の状況については、平成 29 年 10 月に大阪においてＣａｒｅＴＥＸ

関西を開催したことに続いて、平成 29 年 10 月末から 11 月月初にかけて横浜においてＣａｒｅ

ＴＥＸ ＯＮＥを開催したことから、売上高は前年同期比 23.4％増の 105 百万円となっておりま

す。また、平成 30 年３月に東京においてＣａｒｅＴＥＸをはじめとした４つの専門展から構成

される東京ＣａｒｅＷＥＥＫを開催予定であり、出展小間契約についても計画通りとなる見込み

です。 

Ｍ＆Ａ仲介サービスの主な収入は売り手及び買い手双方から頂く成約報酬となり、既受託案件

の個別特性、進捗状況、譲渡条件の合意状況等から平成 30 年３月期での成約可能性を案件毎に

判断し、平成 30 年３月期に成約が見込まれる案件の想定成約報酬を積上げて算定しており、通

期では成約見込組数は 41 組（前期比 64.0％増）、成約単価は 6.8 百万円（前期比 12.2％増）、売

上は 279 百万円（前期比 84.0％増）となる見込みです。なお、平成 30 年３月期第３四半期累計

期間の状況については、成約組数で前年同期比 107.7％増の 27 組となり、成約単価は前年同期

比 23.0％増の 6.4 百万円となったことから、売上高は前年同期比 155.4％増の 172 百万円となっ

ております。また、第４四半期についても実行に関する合意または基本合意に至っている案件が

14 組あり、案件規模の大型化が進んでいることから、成功報酬についても計画通りとなる見込

みです。 

ＢｔｏＣ事業においては、ＥＣの販売額が主な収入となり、市況環境（競合との広告競争、価

格競争の激化）のトレンドを踏まえ、直近６ヶ月間における売上高の対前年同月比の平均値を前

年同月比のトレンドとし、前年同月の売上高に乗じて売上予算を算定しており、通期での売上高

は 571 百万円（前年比 6.9％減）となる見込みです。なお、平成 30 年３月期第３四半期累計期

間の状況は、競争激化及び検索サイトのアルゴリズムの変更の影響を受け、売上高は前年比6.7％

減の 427 百万円となり、第４四半期についても引き続き厳しい競争環境が続くことが見込まれ

ることから、販売額については計画通りとなる見込みです。 

これらの結果、全体の売上は 1,328 百万円（前期比 19.4％増）を見込んでおります。 

 

(2) 売上原価 

 ＢｔｏＢ事業においては、展示会について売上高の算定の根拠となる出展小間数を確保するた

めの必要展示会場スペースの賃料に加え、出展社の増加に伴い、出展ブースの設営並びに電気設

備敷設費用、想定される展示会場スペースに応じた事務局運営スタッフ等のアウトソース費用が

増加することから、売上原価は 156 百万円（前期比 11.3％増）見込んでおります。また、Ｍ＆

Ａ仲介サービスにおいては、売り手又は買い手の紹介を受けた案件が成約した場合に支払う紹介
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手数料が、売上の増加に伴い増加する見込みであり、5 百万円（前期比 125.7%増）を見込んで

おります。その他、ＣａｒｅＴＥＸ Ｏｎｅでの売上高算出に伴う必要会場スペースの賃料に加

え、設営費用等を 2 百万円と見込んでおります。以上の結果ＢｔｏＢ事業全体で、売上原価は

163 百万円（前期比 14.6％増）を見込んでおります。 

ＢｔｏＣ事業においては、ＥＣでの平成 29 年３月期における実績原価率を使用して、売上原

価は 428 百万円（前期比 3.3％減）を見込んでおります。 

その結果、全体の売上原価は 591 百万円（前期比 1.1％増）を見込んでおります。 

 

(3) 販売費及び一般管理費、営業利益 

 ＢｔｏＢ事業及びＢｔｏＣ事業の運営にあたり、前期に比べ８名ほどの人員数増加を考慮し、

人件費は 303 百万円（前期比 60.4％増）を見込んでおります。あわせて、人員獲得に伴う採用

教育費を 28 百万円（前期比 89.2％増）と見込んでおります。 

 また、展示会の規模拡大によるプロモーションコスト等で販売促進費 56 百万円を見込んでい

るほか、ＥＣによる集客のための広告コスト等で広告費 76 百万円を見込んでおります。 

 その結果、全体の販売費及び一般管理費は 628 百万円（前期比 36.7％増）を、営業利益は 108

百万円（前期比 61.2％増）を見込んでおります。 

 

(4) 営業外損益及び経常利益 

 過去の実績を作成基準とし、毎期恒常的に発生し、かつ当期においても確実に収益が見込まれ

るものを見込んでいるほか、上場時の一過性の費用として上場審査料・コンフォートレター等の

上場関連費用を 11 百万円として営業外費用に見込んでおります。 

 その結果、経常利益は 96 百万円（前期比 44.5％増）を見込んでおります。 

 

(5) 当期純利益 

 特別損益については、発生を見込んでおりません。経常利益に税金費用を加味した結果、当期

純利益は 62 百万円（前期比 30.5％増）を見込んでおります。 

 

※ 本資料に記載されている業績予想等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及

び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく

異なる可能性があります。 


